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第１節 
都市計画について 

（１）都市計画について 
都市計画※１の目的は，土地の利用についての制限を定め，道路や公園，緑地などを適正に配置

することにより，健康で文化的な都市生活や機能的な都市活動を確保しようとするものです。 

土地には，様々な活用方法があり，お互いに影響を及ぼしあう性格を有しているため，これら

の都市計画※１の目的に即した合理的な利用が図られるよう一定の調整をする必要があります。こ

のため，住宅や工場，大規模店舗などの異なった用途の建物が無秩序に混在することを防止する

用途地域※２や建築物の高さを規制する高度地区※３，建築物の形態意匠の制限等を定める景観地区

※４などを都市計画により定めています。 

また，円滑な都市活動を支え，都市の生活者の利便性の向上，良好な都市環境を確保するため

に，都市の骨格となる道路や公園などの都市施設※５を都市計画により定めています。 

この他にも，土地区画整理事業※６や市街地再開発事業※７，地区計画※８などのまちづくりに関わ

る様々な計画が都市計画により定められています。 

 

※１ 都市計画：都市計画とは，都市の健全な発展と秩序ある整備を図るための土地利用，都市施設の整備及び市街地

開発事業に関する計画であり（都市計画法第４条），農林漁業との健全な調和を図りつつ，健康で文化的な都市生

活及び機能的な都市活動を確保すべきこと並びにこのためには適正な制限の元に土地の合理的な利用が図られるべ

きことを基本理念としている（都市計画法第２条）。 

※２ 用途地域：都市計画法に基づく，都市計画マスタープランに定められた将来の土地利用の方針を踏まえ，市街地

において住居，商業，その他の用途を適切に配分することにより，都市機能の維持増進や居住環境の保全を図るこ

とを目的に定める地域地区のこと。１２種類の用途地域があり，それぞれに応じて建築物の用途や形態などの規制

が行なわれる。（都市計画法第８条，第９条など） 

※３ 高度地区：用途地域内において市街地の環境を維持し，又は土地利用の増進を図るため，建築物の高さの最高限

度又は最低限度を定める地域地区のことであり，本市では，居住環境の保全，自然環境や歴史的環境との調和，均

衡の取れた市街地景観の形成による京都の風土にふさわしい都市美の育成等を目的として，土地利用及び地域特性

を考慮して１６種類の種別の建築物の高さの最高限度を指定している。 

※４ 景観地区：景観法や都市計画法に基づく，市街地の良好な景観の形成を図るために都市計画に定めることができ

る地域地区のこと。 

※５ 都市施設：道路等の交通施設，公園等の公共空地，上下水道等の供給処理施設，河川等の水路，学枚等の教育文

化施設，病院等の医療福祉施設，火葬場等，団地などの住宅施設，官公庁施設，流通業務団地など，都市計画法で

定める都市計画決定により設置を決める施設のことをいう。（都市計画法第１１条第１項第１号～第１１号） 

※６ 土地区画整理事業：道路・公園などの公共施設の整備改善と宅地の利用増進を図るために，その区画形質を整え，

公共施設の新設・改良を行い，良好な宅地の供給などを行う事業のこと。 

※７ 市街地再開発事業：都市開発法に基づく，既成市街地の合理的かつ健全な高度利用と都市機能の更新を図るため，

建築物の共同化，高層化による防災機能の強化を行うとともに，併せて，道路，公園等の公共施設を整備する事業

のこと。市街地再開発事業には，権利変換方式による第１種事業と用地買収方式による第２種事業がある。 

※８ 地区計画：都市計画法に基づき，住民の生活に身近な地区を単位として，道路，公園等の施設配置や建築物等に

関する事項について，地区特性に応じてきめ細かなルールを定めるもの。（都市計画法第 12 条の４第 1 項第 1 号） 
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（２）都市計画マスタープランの意義 
都市計画マスタープランは，平成４（１９９２）年の都市計画法※１改正によって創設された市

町村の都市計画※２に関する基本的な方針のことをいいます。これは，住民意見を反映させながら

市町村の都市計画の基本的な方針を定めるものとして都市計画法※１第１８条の２に規定されて

おり，長期的な視点に立った都市の将来像やその実現に向けての方針を明らかにするもので，社

会経済動向を踏まえながら，都市づくりを進めていくための指針となるものです。 

今後の都市づくりにおいては，予想される人口減少，高齢化の進展や地域主権の流れ，そして

財政的な制約の高まりも見据え，行政だけでなく，市民・事業者など，多様な主体による都市づ

くりの推進が，都市の将来像実現のために不可欠となってきます。そのため，基礎自治体である

市町村の策定する都市計画マスタープランには，「都市づくりの将来ビジョン」を明確にし（事

前明示性の向上），市民・事業者をはじめとする多様な主体と行政による「共汗（パートナーシ

ップ）のまちづくり」をより推進していくための指針としての役割が，これまで以上に求められ

ています。 

 
※１ 都市計画法：都市計画の基本となる法律で１９６８年に公布された。都市の健全な発展と秩序ある整備を図り，

国土の均衡ある発展と公共の福祉の増進に寄与することを目的としている。 

※２ 都市計画：都市計画とは，都市の健全な発展と秩序ある整備を図るための土地利用，都市施設の整備及び市街地

開発事業に関する計画であり（都市計画法第４条），農林漁業との健全な調和を図りつつ，健康で文化的な都市生

活及び機能的な都市活動を確保すべきこと並びにこのためには適正な制限の元に土地の合理的な利用が図られるべ

きことを基本理念としている（都市計画法第２条）。 
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第２節 

都市計画マスタープランの役割と位置付け 

（１）都市計画マスタープランの役割 

本マスタープランは，以下の４つの役割を担います。 

■ 都市づくりの将来ビジョンの明確化 

京都市基本構想※１に示された将来像を都市計画の観点から肉付けし，長期的視点に立った都市

づくりの将来ビジョンを明確化します。 

 

■ 都市計画決定・変更の指針 

都市計画法※２により，市町村の定める都市計画※３は，都市計画マスタープランに即することと

なっています。本マスタープランは，都市全体の整合を図りながら，京都市の定める地域地区※４

や都市施設※５など個別の都市計画を決定・変更する際の指針とします。 

 

■ 都市づくりを進めるための指針 

京都市を取り巻く産業・社会構造の急激な変化や，市民の価値観の多様化と生活環境に対する

意識の高まりに対応して，居住の場としての安全で快適な都市づくりや産業振興，環境保全など

に資する都市づくりを進めるための指針とします。 

 

■ 共汗（パートナーシップ）のまちづくりの共通の指針 

都市計画の目標と方針を具体的に示し，市民・事業者をはじめとする多様な主体と行政が都市

の将来像を共有することにより，まちづくりに対する気運を高めるとともに，共汗（パートナー

シップ）のまちづくりを進めるための共通の指針とします。 

 
※１ 京都市基本構想：平成１１（１９９９）年１２月に市会の決議を得て策定した，２１世紀の京都のまちづくりの

方針を理念的に示す長期構想。 

※２ 都市計画法：都市計画の基本となる法律で１９６８年に公布された。都市の健全な発展と秩序ある整備を図り，

国土の均衡ある発展と公共の福祉の増進に寄与することを目的としている。 

※３ 都市計画：都市計画とは，都市の健全な発展と秩序ある整備を図るための土地利用，都市施設の整備及び市街地

開発事業に関する計画であり（都市計画法第４条），農林漁業との健全な調和を図りつつ，健康で文化的な都市生

活及び機能的な都市活動を確保すべきこと並びにこのためには適正な制限の元に土地の合理的な利用が図られるべ

きことを基本理念としている（都市計画法第２条）。 

※４ 地域地区：都市計画法に基づく都市計画の種類のひとつ。都市計画区域内の土地をその利用目的によって区分し，

建築物などについても必要な制限を課すことにより，地域又は地区を単位として一体的かつ合理的な土地利用を実

現しようとするもの。 

※５ 都市施設：道路等の交通施設，公園等の公共空地，上下水道等の供給処理施設，河川等の水路，学枚等の教育文

化施設，病院等の医療福祉施設，火葬場等，団地などの住宅施設，官公庁施設，流通業務団地など，都市計画法で

定める都市計画決定により設置を決める施設のことをいう。（都市計画法第１１条第１項第１号～第１１号） 
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（２）都市計画マスタープランの対象範囲 

都市計画法※１第５条において「一体の都市として総合的に整備し，開発し，及び保全する必要

がある区域」として都市計画区域※２が定められており，本マスタープランにおいても，この都市

計画区域を重点的に扱います。 

しかしながら，豊かな都市生活を実現するためには，都市と自然の共生が重要であること，ま

た，都市計画区域外においても市民の生活環境を整え，自然の適正な保全・活用の考え方を示す

必要があることから，計画対象範囲は，京都市全域とします。 

 

※１ 都市計画法：都市計画の基本となる法律で１９６８年に公布された。都市の健全な発展と秩序ある整備を図り，

国土の均衡ある発展と公共の福祉の増進に寄与することを目的としている。 

※２ 都市計画区域：都市計画法に基づく，人口，土地利用，交通量等を勘定し，一体の都市として総合的に整備し，

開発し，および保全する必要がある区域のこと。京都市（北部の一部を除く）は，向日市，長岡京市，大山崎町の

全域と久御山町，八幡市の一部とともに，京都都市計画区域に含まれている。（都市計画法第５条） 
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（３）都市計画マスタープランの位置付け 
京都市における都市計画※１に関する方針として，都市計画区域※２を対象として都市計画法※３

に基づき京都府知事が定める「都市計画区域の整備，開発及び保全の方針※４」があります。また，

２１世紀の京都のまちづくりの方針を理念的に示す「京都市基本構想※５」，基本構想の具体化を

図るための「はばたけ未来へ！ 京
みやこ

プラン（京都市基本計画）」（以下「京都市基本計画」という）

及び「各区基本計画」が策定されています。 

本マスタープランは，これらの方針や構想に即すとともに，京都市基本計画や各区基本計画，

関連分野の諸計画等と連携しながら，都市計画の分野に関する事項の方針を示します。 

 

■ 本マスタープランの位置付け 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

京都市基本計画 
（平成２２（２０１０）年１２月策定）

・ 基本構想の具体化のために全市的

観点から取り組む主要な政策を示

す計画 

・ 目標年次は平成３２（２０２０）年

各区基本計画 
（平成２３（２０１１）年１月策定）

・ 基本構想に基づく各区の個性をい

かした魅力ある地域づくりの指針

となる計画 

・ 目標年次は平成３２（２０２０）年

京都市都市計画マスタープラン 
・ 都市づくりの将来ビジョンの明確化 ・ 都市計画決定・変更の指針 
・ 都市づくりを進めるための指針  ・ 共汗（パートナーシップ）のまちづくりの

      共通の指針

連携 

分野別計画 
・ 京都市住宅マスタープラン 

・ 京都市緑の基本計画 

・ 京都市水共生プラン  等 

京都市基本構想 
（平成１１（１９９９）年１２月策定，目標年次は平成３７（２０２５）年） 

・ ２１世紀の京都のまちづくりの方針を理念的に示す長期構想 

京都都市計画（京都国際文化観光都市建設計画） 

都市計画区域の整備，開発及び保全の方針 
（平成１９（２００７）年１１月京都府知事決定，目標年次は平成２７（２０１５）年） 

・ 都市計画区域※２の目標のほか，区域区分※８，土地利用，都市施設※９，市街地開発事業
※１０，自然環境の整備又は保全に関する方針を示した計画 

重要戦略等 
・ 京都市地球温暖化対策計画＜2011～2020

・ 「歩くまち・京都※６」総合交通戦略 

・ 京都市ＭＩＣＥ※７戦略 等 

連携 連携 連携 
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※１ 都市計画：都市計画とは，都市の健全な発展と秩序ある整備を図るための土地利用，都市施設の整備及び市街地

開発事業に関する計画であり（都市計画法第４条），農林漁業との健全な調和を図りつつ，健康で文化的な都市生

活及び機能的な都市活動を確保すべきこと並びにこのためには適正な制限の元に土地の合理的な利用が図られるべ

きことを基本理念としている（都市計画法第２条）。 

※２ 都市計画区域：都市計画法に基づく，人口，土地利用，交通量等を勘定し，一体の都市として総合的に整備し，

開発し，および保全する必要がある区域のこと。京都市（北部の一部を除く）は，向日市，長岡京市，大山崎町の

全域と久御山町，八幡市の一部とともに，京都都市計画区域に含まれている。（都市計画法第５条） 

※３ 都市計画法：都市計画の基本となる法律で１９６８年に公布された。都市の健全な発展と秩序ある整備を図り，

国土の均衡ある発展と公共の福祉の増進に寄与することを目的としている。 

※４ 都市計画区域の整備，開発及び保全の方針：都市の発展の動向，当該都市計画区域における人口，産業の現状及

び将来の見通し等を勘案して，長期的視点に立った都市の将来像を明確にするとともにその実現に向けての大きな

道筋を明らかにする，当該都市計画区域における都市計画の基本的な方向性を示すもの。 

※５ 京都市基本構想：平成１１（１９９９）年１２月に市会の決議を得て策定した，２１世紀の京都のまちづくりの

方針を理念的に示す長期構想。 

※６ 歩くまち・京都：自動車利用の制限を含めた様々な抑制策等を通じて，クルマを重視したまちと暮らしを，「歩

く」ことを中心としたまちと暮らしに転換する。また，京都議定書誕生の地であり，環境モデル都市でもある京都

が日本を代表する「国際文化観光都市」であると同時に，まちの賑わいを生み出す都市であり続けることを目指す。 

※７ ＭＩＣＥ：ミーティング（企業のミーティング等），インセンティブ（企業が従業員の表彰や研修などの目的で

実施する旅行），コンベンション（国際団体，学会，協会が主催する総会，学術会議等），イベント／エキジビシ

ョン（文化・スポーツイベント，展示会・見本市）の総称。 

※８ 区域区分：都市計画によって，都市計画区域を市街化区域と市街化調整区域とに区分すること。 

※９ 都市施設：都市計画分野においては，都市計画法第１１条第１項第１号～第１１号に定められている，道路等の

交通施設，公園等の公共空地，上下水道等の供給処理施設，河川等の水路，学枚等の教育文化施設，病院等の医療

福祉施設，火葬場等，団地などの住宅施設，官公庁施設，流通業務団地など，都市計画法で定める都市計画決定に

より設置を決める施設のことをいう。 

※１０ 市街地再開発事業：都市開発法に基づく，既成市街地の合理的かつ健全な高度利用と都市機能の更新を図るた

め，建築物の共同化，高層化による防災機能の強化を行うとともに，合せて，道路，公園等の公共施設を整備する

事業のこと。市街地再開発事業には，権利変換方式による第１種事業と用地買収方式による第２種事業がある。本

市では，都市計画に定めている。 
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第３節 

都市計画マスタープランの見直し 

（１）都市計画マスタープランの目標年次 
本マスタープランの目標年次は，上位計画である京都市基本構想※１に合わせ，おおむね１５年

後の平成３７（２０２５）年とします。 

 

（２）都市計画マスタープランの見直し 
本マスタープランは，おおむね１５年後の平成３７（２０２５）年を目標としていますが，今

後の社会経済情勢の変化等により，新たな課題や市民ニーズへの対応が必要となることも予想さ

れます。また，京都市基本計画や各区基本計画の目標年次が平成３２（２０２０）年度に設定さ

れていることなどを踏まえ，おおむね１０年後に見直します。 

ただし，急激な社会経済動向の変化や都市計画法※２をはじめとする法改正等により制度に大き

な変化があった場合には，必要に応じ，検証及び見直しを行います。 

 

※１ 京都市基本構想：平成１１（１９９９）年１２月に市会の決議を得て策定した，２１世紀の京都のまちづくりの

方針を理念的に示す長期構想。 

※２ 都市計画法：都市計画の基本となる法律で１９６８年に公布された。都市の健全な発展と秩序ある整備を図り，

国土の均衡ある発展と公共の福祉の増進に寄与することを目的としている。 
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第４節 

本書の構成 

（１）全体構成 
本マスタープランは，本編と地域まちづくり構想編から構成されています。 

本編では，京都市の将来像や基本となる都市計画※１の方針を中心に示しています。また，地域

まちづくり構想編では，本編の方針に即したうえで，地域※２ごとの特性をいかした個性豊かで魅

力的なまちづくりを都市計画として積極的に支援するため，その地域※２での将来像とまちづくり

の方針を示しています。 

なお，地域まちづくり構想編は，順次追加し，また，見直しを行うため，別冊とします。 

 

※１ 都市計画：都市計画とは，都市の健全な発展と秩序ある整備を図るための土地利用，都市施設の整備及び市街地

開発事業に関する計画であり（都市計画法第４条），農林漁業との健全な調和を図りつつ，健康で文化的な都市生

活及び機能的な都市活動を確保すべきこと並びにこのためには適正な制限の元に土地の合理的な利用が図られるべ

きことを基本理念としている（都市計画法第２条）。 

※２ 地域：町内や元学区，小学校区など，適切なまとまりのある空間の範囲。行政区をまたぐものまで考えられる。 
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■ 本マスタープランの構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 京都市基本構想：平成１１（１９９９）年１２月に市会の決議を得て策定した，２１世紀の京都のまちづくりの

方針を理念的に示す長期構想。 

※２ 地域：町内や元学区，小学校区など，適切なまとまりのある空間の範囲。行政区をまたぐものまで考えられる。 

 

 

都市計画の方針を示します。 

 

 

 

 

 

 

＋ 

都市計画の理念 
京都市基本構想※１に即した，都市計画の理念を示します。 

都市計画に関する 
基本的な考え方 

全市的な都市づくりを貫く

大きな考え方を示します。 

目標とする都市の姿 

目標とする都市の姿を５つの面

から示します。（「環境」「経済」

「生活」「文化」「安心・安全」）

全体構想 ～都市の将来像～ （第３章）

・ 目標とする都市の姿の実現に向け，京

都市全体としての都市計画の方針を，

都市計画の分野毎に定めます。 

・ 具体的な手法については，都市計画の

方針に即した上で，その時々に応じた

多様な手法を選択できるものとしま

す。 

全体構想 ～都市計画の方針～ （第４章）

・ 都市計画として対応が必要な地域の

まちづくりを支援するため，地域※２

との協働により，地域※２の将来像とま

ちづくりの方針を定めます。 

・ 地域まちづくり構想は，順次策定，追

加，見直しを行います。 

・ 具体的な構想については，地域まちづ

くり構想編で示します。 

地域まちづくり構想 （第５章）

都市計画マスタープランの前提 （第１章） 
・ 本マスタープランの役割や位置付け，対象範囲や期間，見直しの考え方などについて示します。

都市の動向 （第２章） 
・ 京都市の特性や，京都市の現状と動向などを示します。 

京都市都市計画マスタープラン 本編 

・ 全体構想に即した，具体的な地域まちづくり構想を示します。 

・ 順次策定，追加，見直しを行います。 

京都市都市計画マスタープラン 地域まちづくり構想編 （別冊） 

戦略的な視点 

目標とする都市の

姿を，戦略的に目指

します。 
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【参考：前マスタープランとの主な構成の違い】  

① 目標とする都市の姿 

【前マスタープラン：都市計画の目標 ⇒ 本マスタープラン：目標とする都市の姿】 

前マスタープランにおいては，「都市計画の目標」（６つの都市の将来像）を掲げ，その実現

に向けて取り組んできました。本マスタープランでは，京都市基本計画で示されている６つの

京都の未来像※１との関係を保ちながら，都市が持続するために必要となる基本要素であり，互

いに深く関連する「環境」「経済」「生活」「文化」「安心・安全」の５つの面から，目標とする

都市の姿を示しています。 

 

② 都市計画※２の方針の示し方 

【前マスタープラン：都市計画の方針 ⇒ 本マスタープラン：全体構想～都市計画の方針～】 

前マスタープランでは，「都市計画の目標」（６つの都市の将来像）ごとに，「都市計画の方針」

と目標を達成するための具体手法を示していました。本マスタープランでは，土地利用や歩く

まちといった分野ごとに都市計画※２の方針をわかりやすく示すとともに，手法を限定せず，そ

の時々で最適な手法を選択できるようにすることで，柔軟性を確保しています。 

 

③ 行政区ごとの都市計画※２の方針 

【前マスタープラン：地域別構想 ⇒ 本マスタープラン：全体構想～都市計画の方針～】 

前マスタープランでは，行政区ごとに「都市計画※２の方針（地域別構想）」を示していました。

しかしながら，都市計画※２は，町内や小学校区から行政区をまたぐものまで考えられることか

ら，本マスタープランでは，全市を対象として「都市計画※２の方針（全体構想）」を示していま

す。 

 

④ 都市計画※２の方針を順次位置付けする仕組み 

【前マスタープラン：無し ⇒ 本マスタープラン：地域まちづくり構想】 

本マスタープランでは，地域※３が，本マスタープランの都市計画の方針に沿って検討した地

域※３の「将来像」と「まちづくりの方針」を，地域※３のまちづくりの状況に応じ，都市計画マ

スタープランに順次位置づけることができる仕組みを取り入れています。そして，その将来像

の早期実現に向けて，個性ある地域※３でのまちづくりを，都市計画※２として積極的に支援しま

す。 

 

※１ 京都の未来像：京都市基本計画で示されている以下の６つの未来像。 

・ 地球環境にくらしが豊かに調和する「環境共生と低炭素のまち・京都」 

・ 歴史・文化を創造的に活用し，継承する「日本の心が感じられる国際都市・京都」 

・ 伝統と知恵をいかし，豊かな生活を支える「環境と社会に貢献する産業を育てるまち・京都」 

・ だれもがともに学び成長し，未来を担う若者が育つ「学びのまち・京都」 

・ いのちとくらしを守り，安心・安全で幸福を実感できる「支え合い自治が息づくまち・京都」 

・ 人間らしくいきいきと働き，家庭・地域で心豊かに生活できる「真のワーク・ライフ・バランスを実現するま

ち・京都」 

※２ 都市計画：都市計画とは，都市の健全な発展と秩序ある整備を図るための土地利用，都市施設の整備及び市街地

開発事業に関する計画であり（都市計画法第４条），農林漁業との健全な調和を図りつつ，健康で文化的な都市生

活及び機能的な都市活動を確保すべきこと並びにこのためには適正な制限の元に土地の合理的な利用が図られるべ

きことを基本理念としている（都市計画法第２条）。 

※３ 地域：町内や元学区，小学校区など，適切なまとまりのある空間の範囲。行政区をまたぐものまで考えられる。
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■ 前マスタープランの構成           ■ 本マスタープランの構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

京都市都市計画マスタープラン 京都市都市計画マスタープラン 
本編 

第１章 都市計画マスタープランの前提 

第２章 都市の動向 

第３章 全体構想 ～都市の将来像～

第４章 全体構想 ～都市計画の方針～

 分野ごとの方針 

第５章 地域（注）まちづくり構想 

第１節 都市計画の理念 

第２節 都市計画に関する基本的な考え方

第３節 目標とする都市の姿 
（５つの面から示した目標とする都市の姿）

京都市都市計画マスタープラン 
地域（注）まちづくり構想編（別冊） 

第１部 計画の前提 

第２部 全体構想 

第３部 地域（注）別構想 

第４部 都市の活性化政策 

第５部 都市計画の推進方策 

１ 都市の動向と都市計画の課題 

３ 都市計画の方針 
 ６つの都市の将来像ごとの方針 ②

③

④

 都市計画の理念

 都市計画の目標（６つの都市の将来像）

 都市の規模に関する考え方 

 将来の都市構造 

２ 都市計画の目標 

①

注：前マスタープランの地域別構想の「地域」は，行政区の範囲としていましたが，本マスタープランの地域まちづくり構想

の「地域」とは，多様な主体の参加で創られた将来像を持ち，都市計画の支援などによってまちづくりを推進していく地域

をいい，町内や小学校区から行政区をまたぐものまで考えられます。 
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（２）京都市基本計画と都市計画マスタープランとの関係 
①京都の未来像と目標とする都市の姿 

京都市基本計画では，“生活者を基点に，参加と協働で地域主権時代を切り拓く”を都市経

営の理念とし，６つの京都の未来像を定めています。 

本マスタープランでは，京都市基本計画における都市計画分野の分野別計画として，都市

が持続するために必要となる基本要素であり，互いに深く関連する「環境」「経済」「生活」

「文化」「安心・安全」の５つの面から，目標とする都市の姿を設定していますが，これらは

京都市基本計画の６つの京都の未来像と以下のように関係付けられます。 

 

■ 京都の未来像と目標とする都市の姿の関係 

 

 
都市計画マスタープラン

（目標とする都市の姿）
第３章第３節 

 
 

京都市基本計画 
（京都の未来像） 

 

 地球環境にくらしが豊かに調和する 
 

「環境共生と低炭素のまち・京都」

歴史・文化を創造的に活用し，継承する 
 

「日本の心が感じられる 
国際都市・京都」 

伝統と知恵をいかし，豊かな生活を支える

 
「環境と社会に貢献する産業を 

育てるまち・京都」 

だれもがともに学び成長し， 
未来を担う若者が育つ 

「学びのまち・京都」 

いのちとくらしを守り， 
安心・安全で幸福を実感できる 
「支え合い自治が息づく 

まち・京都」 

人間らしくいきいきと働き， 
家庭・地域で心豊かに生活できる 

「真のワーク・ライフ・バランスを

実現するまち・京都」 

【環境】 

地球環境への負荷が 
少ない都市 

【経済】 
活力ある都市 

【生活】 

誰もが快適に暮らすことの

できる都市 

【文化】 

歴史や文化を継承し 
創造的に活用する都市 

【安心・安全】 
安心で安全な都市 
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②政策の体系と都市計画の方針 

本マスタープランの都市計画の方針は，京都市基本計画の政策の体系（都市計画に関連す

る政策）と，おおむね以下のとおり関係づけられます。また，各区基本計画での都市計画に

関連する政策についても，それぞれ対応する都市計画の分野（土地利用，歩くまち，景観等）

に関係付けています。 

 

■ 政策の体系と都市計画の方針の関係 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

京都市基本計画 
 

政策の体系のうち， 
都市計画に関連する政策 

歩くまち 

土地利用と 
都市機能配置 

景観 

建築物 

住宅 

道と緑 

消防・防災 

くらしの水 

都市計画マスタープラン 
（都市計画の方針） 

第４章第５節 道路 
【主な内容】道路 
【主な戦略・関連計画】 
・京都市建設局中長期運営方針 等 

各区基本計画 
 

都市計画に 
関連する政策 

第４章第１節 土地利用 
【主な内容】土地利用，都市機能※１配置 
【主な戦略・関連計画】 
・関連する様々な計画や戦略 

第４章第２節 歩くまち 
【主な内容】公共交通，交通需要マネジメント

【主な戦略・関連計画】 
・「歩くまち・京都※２」総合交通戦略 等 

第４章第３節 景観 
【主な内容】景観 
【主な戦略・関連計画】 
・京都市景観計画 等 

第４章第６節 公園・緑地 
【主な内容】公園・緑地 
【主な戦略・関連計画】 
・京都市緑の基本計画 等 

第４章第４節 防災 
【主な内容】防災対策，建築物の安心・安全

【主な戦略・関連計画】 
・京都市地域防災計画 等 

第４章第９節 その他市民の暮らしを支える施設
【主な内容】供給施設，処理施設，一団地 
【主な戦略・関連計画】 
・京都市循環型社会推進基本計画 等 

第４章第８節 水・河川 
【主な内容】河川，上下水道 
【主な戦略・関連計画】 
・京都市水共生プラン 等 

第４章第７節 市街地整備 
【主な内容】密集市街地※３・細街路※４，ス

プロール市街地※５の改善 
【主な戦略・関連計画】 
・細街路対策指針（仮称） 等 

主に関連する事項 
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※１ 都市機能：商業機能，産業機能，業務機能，文化交流機能等 

※２ 歩くまち・京都：自動車利用の制限を含めた様々な抑制策等を通じて，クルマを重視したまちと暮らしを，「歩

く」ことを中心としたまちと暮らしに転換する。また，京都議定書誕生の地であり，環境モデル都市でもある京都

が日本を代表する「国際文化観光都市」であると同時に，まちの賑わいを生み出す都市であり続けることを目指す。 

※３ 密集市街地：敷地，道路が狭く，老朽木造建物が高密度に建ち並んでおり，地震時に大きな被害が想定される危

険な市街地 

※４ 細街路：幅員が４m 未満の道 

※５ スプロール市街地（スプロール化）：道路などの必要な都市基盤が不足している宅地が，都市周辺に無秩序に拡

散する現象。そうした市街地をスプロール市街地と呼ぶ。 
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第５節 

これまでの取組 
 

京都市は，これまで平成１４（２００２）年５月に策定された前マスタープランに基づく二つ

の観点から都市づくりを進めてきました。一つは，「都市の基盤をつくる」という観点から，「持

続可能な都市活動を支える基盤の整った都市をつくる」，「自然豊かで環境負荷の少ない循環型の

都市をつくる」，「安全で安心してくらせる都市をつくる」というものです。もう一つは，「魅力

的な京都のまちをつくる」という観点から，「歴史や文化を継承し優れた景観を保全・再生・創

造する京都のまちをつくる」，「歩いて楽しい魅力的な京都のまちをつくる」，「住みやすく個性の

ある生活圏が息づく京都のまちをつくる」というものです。 

新景観政策や「歩くまち・京都※１」総合交通戦略の推進，市街化調整区域※２における地区計画 

※３制度の活用，らくなん進都※４のまちづくりなど，先進的な取組を市民の参画を得ながら進めて

きており，一定の成果をあげてきています。また，共汗（パートナーシップ）によるまちづくり

の機運も高まり，各地域※５でそれぞれの地域※６課題に対応した取組が進められています。 

しかし，都市づくりは長期的な視点で進めるため，社会経済動向の変化や財政的制約等から実

現できていない施策もあります。今後も更なる市民の参画を得ながら，着実かつ継続的に社会経

済動向等の変化に対応した都市づくりを進めていくことが必要です。 

 

 
※１ 歩くまち・京都：自動車利用の制限を含めた様々な抑制策等を通じて，クルマを重視したまちと暮らしを，「歩

く」ことを中心としたまちと暮らしに転換する。また，京都議定書誕生の地であり，環境モデル都市でもある京都

が日本を代表する「国際文化観光都市」であると同時に，まちの賑わいを生み出す都市であり続けることを目指す。 

※２ 市街化調整区域：都市計画法に基づく都市計画区域のうち，市街化を抑制すべき区域のこと。この区域内では，

開発行為や建築行為が原則として禁止されている。 

※３ 地区計画：都市計画法に基づき，住民の生活に身近な地区を単位として，道路，公園等の施設配置や建築物等に

関する事項について，地区特性に応じてきめ細かなルールを定めるもの。（都市計画法第 12 条の４第 1 項第 1 号） 

※４ らくなん進都：新しい京都を発信するものづくり拠点としてまちづくりを進めている地域。油小路通を中心に概

ね十条通，宇治川，東高瀬川，国道１号に囲まれた約６０７ha の地域 

※５ 地域：町内や元学区，小学校区など，適切なまとまりのある空間の範囲。行政区をまたぐものまで考えられる。 
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【参考：前マスタープラン策定後の社会経済動向等の変化】 

① 社会経済動向の変化 

例えば人口問題に関しては，人口減少局面にあるという大局に変化はないものの，これま

でとは逆に，都心回帰の傾向に転じているなどの質的な変化が生まれています。 

また，京都市財政に関しては，財政悪化が深刻化するなか，今後の人口減少，高齢化の進

展に伴い，都市に対する投資的経費が著しく減少していくことも現実味を帯びてきていると

いった新たな課題が生じています。 

さらに，京都市の南北及び東西を結ぶ地下鉄に関しては，京都市高速鉄道事業経営健全化

計画が策定されるなど，経営の健全化に向けて全庁をあげて取り組んでいます。 

これらの諸問題には，都市計画※１の分野としても積極的に対応していくことが必要となっ

ています。 

② 関連計画の策定や新たな政策等の展開 

京都市基本構想※２を具体化するための第１期の京都市基本計画及び各区基本計画に引き続

く第２期の計画を，平成２２（２０１０）年度に策定するとともに，産業や商業，観光等の

分野においても，京都市新価値創造ビジョンや未来・京都観光振興計画２０１０＋５などの計

画を新たに策定しました。 

また，京都市地球温暖化対策計画＜2011～2020＞や「歩くまち・京都※３」総合交通戦

略，新景観政策など，今後の都市計画※１と深い関係を持つ新たな政策展開を進めるとともに，

らくなん進都※４など，新たにまちづくりの方向性を示し，取組を進めています。 

さらに，「京都都市計画（京都国際文化観光都市建設計画）都市計画区域の整備，開発及び

保全の方針※５」が，京都府知事により平成１９（２００７）年に見直されています。 

③ 国の動き 

平成１８（２００６）年にまちづくり三法※６が見直されています。 

また，現在，国において地域主権の観点などから都市計画※１制度の見直しの検討が進めら

れるとともに，平成２３年４月には，環境影響評価法が一部改正され，事業の計画段階から

の環境影響評価制度の取組が，今後求められます。 

④ 旧京北町との合併 

京都市は，平成１７（２００５）年４月に旧京北町（以下，京北地域）と合併しました。

京北地域は京都市の新たな魅力としてその潜在力を更に発揮していくことが期待されてお

り，京都市・京北町合併建設計画による取組や，「京北地域の土地利用ルール」の制定などの

取組が進められています。 

⑤ 大災害の発生 

平成２３年３月１１日に東日本大震災が発生し，大きな被害がもたらされました。市民の

防災に関する関心が高まっており，京都市においても，防災対策総点検など災害への対策を

検討していく必要があります。 
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※１ 都市計画：都市計画とは，都市の健全な発展と秩序ある整備を図るための土地利用，都市施設の整備及び市街地

開発事業に関する計画であり（都市計画法第４条），農林漁業との健全な調和を図りつつ，健康で文化的な都市生

活及び機能的な都市活動を確保すべきこと並びにこのためには適正な制限の元に土地の合理的な利用が図られるべ

きことを基本理念としている（都市計画法第２条）。 

※２ 京都市基本構想：平成１１（１９９９）年１２月に市会の決議を得て策定した，２１世紀の京都のまちづくりの

方針を理念的に示す長期構想。 

※３ 歩くまち・京都：自動車利用の制限を含めた様々な抑制策等を通じて，クルマを重視したまちと暮らしを，「歩

く」ことを中心としたまちと暮らしに転換する。また，京都議定書誕生の地であり，環境モデル都市でもある京都

が日本を代表する「国際文化観光都市」であると同時に，まちの賑わいを生み出す都市であり続けることを目指す。 

※４ らくなん進都：新しい京都を発信するものづくり拠点としてまちづくりを進めている地域。油小路通を中心に概

ね十条通，宇治川，東高瀬川，国道１号に囲まれた約６０７ｈａの地域 

※５ 都市計画区域の整備，開発及び保全の方針：都市の発展の動向，当該都市計画区域における人口，産業の現状及

び将来の見通し等を勘案して，長期的視点に立った都市の将来像を明確にするとともにその実現に向けての大きな

道筋を明らかにする，当該都市計画区域における都市計画の基本的な方向性を示すもの。 

※６ まちづくり三法：ゾーニング（土地の利用規制）を促進するための都市計画法，生活環境への影響など社会的規

制の側面から大型店出店の新たな調整の仕組みを定めた大規模小売店舗立地法（大店立地法），中心市街地の空洞

化を食い止め活性化活動を支援する中心市街地の活性化に関する法律（中心市街地活性化法）の 3 つの日本の法律

を総称して言う。 

 


